
❶大学(副学長)
（別紙１）

　

A 例年を上回る良い状況

B 通常の範囲内

C 要経過観察

D 改善を要する

評価

1 教育質保証

⑴入学試験区分別成績

⑵入学時アンケート

⑶基礎力テスト

副学長 A

明確な成果は未だ

見えていない。

実施中

『大阪体育大学公

式HP』において適

切に公表されてい

る。

2
エンロール

マネジメント

⑴入学者数

⑵収容定員充足率

⑶志願倍率

⑷編入学生数

副学長 A

前年に比べ、両学部とも

に、総合型前期、指定校

推薦、学校推薦型等の志

願者が増え、年内に募集

定員を上回る入学手続き

者を確保することができ

た。また年明けの一般入

試も昨年並みの志願者を

確保できたことで、4～

5倍の志願倍率となっ

た。教育学部の収容定員

が現状の定員では1.3倍

を超える可能性があり、

今後定員増の検討をする

必要がある。

完了

『大阪体育大学公

式HP』において適

切に公表されてい

る。

3 教育質保証

⑴単位取得状況

⑵累積GPA・学期GPA

⑶DP到達度調査

⑷学修行動調査

⑸学生生活調査

⑹授業評価アンケート

　結果調査

⑺カリキュラムマップ・ツ

リー

副学長 C

教学システムの導入によ

り学生の管 理が大学内

で一元 的にできるよう

になったことで、今後そ

のデータを基 に具体的

な対策が 講じられるこ

とになる。授業評価アン

ケートについて は、課

題を抽出し改善が急務で

ある。

検討中

『大阪体育大学公

式HP』において適

切に公表されてい

る。

4
エンロール

マネジメント

⑴離学者数・離学率

⑵休学者数・休学率

⑶留年者数・留年率

⑷出欠状況
副学長 C

その結果、個々に適切な

学生対応が取れるよう努

力している。

実施中

『大阪体育大学公

式HP』において適

切に公表されてい

る。

TVCMについては経費を削減する必要があり断

念することとし、学長、副学長によるトップ

セールスを実施した。指定校数や1校あたりの

指定校枠数を増やし、また新たに近畿地区にス

ポーツ指定校を設定したことで指定校による推

薦が増加した。教育学部においても指定校数を

増やし、推薦が増加した。一般入試の後期試験

を定員確保の目だが立ったことと入試業務負担

を軽減することで廃止した。内部推薦者数が定

員を割ったため、今後検討が必要である。

計画が適切に完了したことを確認した。

内部質保証推進組織による

所見または助言、指示等

2025年度入試に向けて志願者数を

増やし、安定的に収容定員を充足

していく道筋をつける。特に年内

入試による定員確保を目指す。指

定校推薦校を増やす取り組みと本

学独自の指定校制度の検討をす

る。

学生募集のために新規の方策を展

開する。具体的にはTVCMの放映、

学長、副学長を中心に全教員で積

極的に高校を訪問し学生募集活動

を展開する。また指定校を増やす

とともに1校当りの枠を増やすこ

と、新たにスポーツ指定校を設け

ることを検討する。受験生の受験

のしやすさと本学のアドミッショ

ンポリシーに見合った入試制度を

検討する。

全学入試委員会 入試部 2024年4月末 対応の適切性を確認し、委員

会において承認

取り組みが継続中であることを確認した。

担当部局 期　限

全学教務委員会 2025年3月末 対応の適切性を確認し、委員

会において承認

入学前教育や入学時のオリエンテーションなど

で、課題改善に必要な説明を実施し、各教員も

鋭意伝達の機会を検討している。				明確な成果は

未だ見えていない。

改善計画の取組状況

（Do）
取組の成果 進捗状況

内部質保証推進組織による

所見または助言、指示等
公表状況

自己点検・評価 改善計画
内部質保証推進委員会

取組状況報告
内部質保証推進委員会

副学長／学部長／研究科長 副学長／学部長／研究科長各自己点検・評価委員会

７月～翌年3月 翌年6月 第3週

 内部質保証シート （機関・学位プログラム用シート）

2024年度の取組方針および重点課題（学長／内部質保証推進委員会）

①昨年度に引き続き、内部質保証のPDCAサイクルと一体化した中期経営計画を推進する。

②昨年度に実施した自己点検・評価シートにより顕在化した改善課題等を把握し、取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

③その他、各部局等において可及的速やかに処理しなければならない改善課題、外部評価委員会で指摘された改善課題、内部質保証に係る各種方針の

　実現、新規制度等の実効性や有効性の検証などの事項について、あらゆる課題を全てPDCAサイクルに乗せる必要はなく、重要性や年度内の解決

　可能性などを考慮して取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

～５月第3週まで ～６月第２週まで 6月 第3週

在

籍

時

概　括 課　題

入

学

時

入学試験区分別成績については、2023年度入

試区分別4年終了時GPAによると、AO入試（タ

イプⅭ）、一般入試（前期）指定校推薦で入学

した学生が髙い傾向を示している。2024年度

入学時アンケートでは、建学の精神を認知度は

7.5割程度、AP、CP、DPの認知度は6割程度と

なっており、昨年度よりは認知度が上がってい

るが、認知していない学生への周知が必要であ

る。また本学入学の満足度については約9.5割

が満足している結果となった。不安に思ってい

ることでは授業に関することが約７割あり、友

人関係、課外活動、経済的問題、将来の進路に

ついても半数が不安を抱えている。基礎力テス

トの結果をみると、全体としてリテラシーのレ

ベルが低い傾向にあり、体育学部に比べ教育学

部の方が高い傾向になる。また両学部ともに、

コンピテンシー、対人基礎力、対自己基礎力、

中・高位層が多い傾向を示したが、対課題基礎

力では昨年度より減少傾向であった。

入学時の基礎力テスト結果を入学

試験区分別に評価し、学力の低い

学生に対する支援を充実させる必

要がある。入学後、建学の精神、

AP、CP、DPを理解させ認知度を上

げる指導が引き続き必要である。

基礎力テストにおけるリテラシー

を在学中に向上させるような意識

を持ち学生を指導するように各教

員が意識することが必要である。

入学後も機会あるごとに建学の精

神、AP、CP、DPについて学生に伝

達し理解させるように取り組む。

入学前教育への課題に積極的に取

り組ませるとともに、入学後の成

績不良者についてはクラス担任が

学習支援の窓口になり、学習支援

室と連携して学生の成績向上に向

けた支援を行う。

体育学部では2023年度の入学者数は、体育学

部が531名で募集人員520名以上の目標はクリ

アしたものの当初の確保目標である552名を下

回る結果であったが、2024年度から学部名を

スポーツ科学部に改称し、学部改組を行い

2025年度入試では入学者568名となり、確保目

標を上回る結果に回復した。また教育学部は

172名で募集人員125名以上を確保するととも

に、当初の確保目標である137名も上回ること

ができた。過去4年間の収容定員充足率は、体

育学部、教育学部ともに100％以上を維持でき

ている。両学部とも指定校推薦の基準を見直し

たことと、学部改組に併せて募集活動を積極的

に展開した結果が功を奏している。

点検項目 (責任者)
点検・評価（Check） 改善課題

（Action）

改善計画（Plan）

スポーツ科学部では、カリキュラムワーキンググループで

検討中であり、ワークショップでの意見交換を実施した。

教育学部では、点検項目のうち、(3)教務委員会を中心に

シラバスとDPの紐づけが行われた。DPの理解が進む取り

組みも行われた。 (4)複数免許の取得、幼児教育コースが

スタートしたことによる、カリキュラム見直しを進められ

ている (5)キャリアフェスタが計画され、推進されている

(6)中期経営計画で授業評価アンケートシステムを導入

し、回答率100％を目指したが改善には⾄っていない。

取り組みが継続中であることを確認した。

スポーツ科学部では休学者、留年者数が増加傾向 、教育学

部では休学者数が増加傾向にある。教育学部では、点検項

目のうち、⑴低い⽔準で推移している。 ⑵ 減少傾向で推

移している。 ⑶年平均３．５名と低い⽔準で推移してい

る。 ⑷後期に多い傾向がある。以上である。

大学全体として、休学者退学者の理由を精

査するとともに、減少させる取り組みを工

夫する必要がある。教育学部では、クラス

担任制度の充実及び学生支援制度の一層の

活⽤によって 低い⽔準を維持する努力を要

する。

教学部

学修支援室

クラス・ゼミ担任

 教学部学生担当

  学習支援室

  スポーツ局

２０２５年３月 対応の適切性を確認し、委員

会において承認

スポーツ科学部では、担任の役割の確認と実質化、次年度

のデジタルウイークのあり方について検討している。教育

学部では、クラス担任による個人⾯談を実施している。教

員同士で話し合いの場を設け、成績不良者に関する情報を

共有している。加えて、今後の対応についても意見交換を

行い、全教員で共通理解を図っている。

取り組みが継続中であることを確認した。スポーツ科学部では、デジタルウイークの

実施、新入生オリエンテーションの実施に

加えて、担任制度の活⽤、学修支援室の活

⽤、学生相談室・カウンセリングルームの

活⽤が課題である。

スポーツ科学部では、例年通りの傾向であるが、カリキュ

ラムや時間割の工夫や復習に要する時間を確保することが

課題である。教育学部においては、点検項目それぞれにつ

いては、⑴単位取得状況について、良好といえる。 ⑵

２.5が多く、前期が低く、後期が高い傾向。⑶DPの到達達

成度は、「少し⾝についた実感がある」を入れると約95％

と比較的高い。項目別にみると、児童生徒の成長にかかわ

る教職としての使命感、責任感が最も高く、学級経営や生

活指導等を的確に実践できる指導力が低い比率を示した。

⑷時間割が重なっているので、履修したい科目が選択でき

ないとの回答が多い。理解できない学生は学力不足を認識

している。 ⑸悩みや課題について、就職・進路に関するこ

との比率が高い。 ⑹ 高い評価を得ている。講義よりも実

技の方が高い評価である。

スポーツ科学部では、カリキュラム改革と

時間割の工夫を要する。また、学修支援、

授業アンケートの回収率向上、学生生活調

査における問題点について関係部署で改善

の方策を検討する。教育学部では、点検項

目では、（2）低学力者へのサポート体制

を充実させる必要がある。 （3）DPの認知

度が低い （4）カリキュラムの見直しによ

る授業科目数の整理と時間割の見直しを行

う必要がある。（5）就職・進路に関する情

報提 供をキャリア支援センターを中心に行

う必要がある。（6）授業評価アンケートの

実施方法について、回答率を上げることを

検討する必要がある。以上である。

スポーツ科学部では、カリキュラム改革

ワーキンググループの立ち上げ、授業アン

ケートの在り方の検討が課題である。教育

学部では、点検項目のうち、（2）教員間の

連携、学習支援室とスポーツ局との連携を

充実させる。（3）シラバスとDPを紐づけ

を行うとともに、学生へのDP理解をガイダ

ンス等で周知する。（5）学生への情報提供

の機会を考える。（6）授業評価アンケート

の実施方法について、回答率を上げる。以

上である。

教務委員会

教学部教務担当

  学習支援室

  全学FD委員会

  教学部

  庶務部学長室

  キャリア支援セン

ター

  全学FD委員会

２０２５年３月 対応の適切性を確認し、委員

会において承認
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❶大学(副学長)

5 教育質保証

⑴学位授与数・授与率

⑵卒業論文

⑶DP到達度調査

⑷卒業時アンケート

⑸卒業生アンケート

⑹就職状況・就職率

⑺進学状況・進学率

⑻資格・免許取得実績

⑼受賞実績

⑽UNIVASランキング

副学長 C

教育学部では、教

員採⽤試験につい

ては延べ人数では

昨年度の56名から

47名と、9名下回っ

たが、合格率は

38.8％と過去最高

の合格率を記録し

た。

実施中

『大阪体育大学公

式HP』において適

切に公表されてい

る。

6
エンロール

マネジメント
標準卒業者数・卒業率 副学長 B

引き続き改善・向

上に努めること。

完了

『大阪体育大学公

式HP』において適

切に公表されてい

る。

副学長 B

教学システムを活

⽤したIR推進につ

いて具体的な作業

の検討が行えるよ

うになった。デジ

タルスポーツ論の

授業を開講のため

の準備が整った。

中期経営計画を書

く担当部署が推進

する準備が整っ

た。

完了

『大阪体育大学公

式HP』において適

切に公表されてい

る。

２０２５年３月 対応の適切性を確認し、委員

会において承認

教学システムを改修済み

デジタルスポーツ⽤の教室の改修済み

中期経営計画に担当部署と職員の各部署への配

置を実施済み

計画が適切に完了したことを確認した。

卒

業

時

外部評価委員会

提言1：第４期認証評価について

提言２：外部評価委員会について

提言３：スポーツ科学部について

提言４：SDGsについて

提言５：教職協働について

提言１について、内部質保証シス

テムを改善する。また、学生個人

の学修成果の可視化に向けて、現

行の教学システム(Campus-XS)の

改修を進めている。

提言２について、今年度は、評価

プロセスの見直しとして外部評価

委員会の提言に対して、改善に向

けた取り組みを行った。

提言３について、ブランディング

に向けて検討する。

提言４について、SDGsと関連付け

ての発信に向けて、社会貢献セン

ターと庶務部学長室担当が社会貢

献活動「事業報告書」を収集して

いる。

提言５について、まずは学内の運

営体制の見直しを行う。

学生個人の学修成果の可視化に向

けて、現行の教学システム

(Campus-XS)において、レーダー

チャート等によるDP到達度の表記

ができるように、改修を進める。

自己点検・評価以外の評価項目を

示す予定であり、外部評価委員会

の役割を再考した。

ブランディングに向けて、デジタ

ルスポーツ論タスクフォースでの

検討や教室の整備を進める。

SDGsと関連付けての発信に向け

て、今後は、集まった報告をSDGs

と関連付けていきく。

学内の運営体制の見直しとして、

中期経営計画に「職員の各種委員

会への配置」を掲げ、推進中す

る。

教学部

執行役会

施設検討委員会

デジタルスポーツTF

社会貢献センター

庶務部学長室

対応の適切性を確認し、委員

会において承認

体育学部では、DPの認知度を上げるために各

科目を通じて周知をはかるようにする。教育学

部では、教員採⽤試験WGをつくり、今後の進

め方を検討している。また、2025年度より、

教職 キャリア基礎Ⅰ等、学部独自の教員採⽤

試 験対策の授業を開設する。

取り組みが継続中であることを確認した。

体育学部では531名（予定者600名）、教育学部で

は137名（予定者147名）、大学院前期２４名、後

期４名と高い割合である。教育学部では147名（予

定者137名）、 98.5％と高い割合である。

体育学部では新学部への移行で2026年

度での全学生の卒業を目指す必要があ

る。教育学部は特になし。

計画が適切に完了したことを確認した。

体育学部では、例年とほぼ変わらないアンケート結

果であった。ＤＰに認知度が低いことは早急に改善

する必要がある。教育学部では、点検項目のうち、

⑴９割以上の学位授与率で推移している。 ⑵ 教育

学部は必修科目のため９割以上が提出している。 ⑶

児童生徒の成長にかかわる教職としての使命感、責

任感が最も高く、学級経営や生活指導等を的確に実

践できる指導力が低い比率であった。 ⑷⑸ 「授

業・教育システム(教育内容やカリキュラムなど)」

「学内の友人関係」が高い比率であった。 ⑹９割以

上の学生が就職・進学し、教員採⽤試験の合格者数

が伸びている。⑺5％以下で推移している。大学院

は年によって異なる。 ⑼教育学部で13.4名が受賞し

ている。以上である。

体育学部では、卒業論文の位置づけの

検討、ＤＰ到達度調査、卒業時、卒業

生アンケートの結果をカリキュラム改

革に生かすことが挙げられる。教育学

部では、点検項目のうち、⑹毎年、教

員採⽤試験の安定した合格者数を出す

必要がある。 ⑶授業や授業以外で学ぶ

（教員採⽤対策）、体験する機会（ボ

ランティア活動）を提供する必要があ

る。以上である。

体育学部では、カリキュラム改革

で課題については検討中であり、

ＤＰ到達度調査を実施することが

挙げられる。教育学部では、点検

項目のうち、⑶研修の機会や社会

貢献を行う機会を設ける。 ⑹学習

支援室との連携、教員採⽤試験対

策の充実。以上である。

教学部 ２０２５年３月

単位取得できない学生に対する指

導を行う必要がある。

教学部教務担当

 担任

キャリア支援部

  教職支援センター

  学習支援室

2026年度まで 対応の適切性を確認し、委員

会において承認

引き続き改善・向上に向けて各教員に依頼して

いる。

2



❷研究科(研究科長)

（別紙１）

　

A 例年を上回る良い状況

B 通常の範囲内

C 要経過観察

D 改善を要する

評価

1 教育質保証

⑴入学者選抜の状況

⑵入学時アンケート

研究科長 B

『大阪体育大

学公式HP』

において適切

に公表されて

いる。

2
エンロール

マネジメント

⑴入学・収容定員充足率

⑵志願倍率

研究科長 B

関係規程改正後の

博士論文指導担当

（後期研究指導担

当者）の申請と、

係る志願者増への

反映は次年度以降

となる見込みであ

る。

完了

『大阪体育大

学公式HP』

において適切

に公表されて

いる。

3 教育質保証

⑴単位取得状況

⑵累積GPA・学期GPA

⑶DP到達度調査

⑷学修行動調査

⑸学生生活調査

⑹授業評価アンケート

　結果調査

⑺カリキュラムマップ・ツ

リー

研究科長 B

今年度内で、博士

後期課程学生の研

究計画発表会の実

施は2例あった。

完了

『大阪体育大

学公式HP』

において適切

に公表されて

いる。

4
エンロール

マネジメント

⑴離学者数・離学率

⑵休学者数・休学率

⑶留年者数・留年率

研究科長 B

『大阪体育大

学公式HP』

において適切

に公表されて

いる。

5 教育質保証

⑴学位授与数・授与率

⑵学位論文の⽔準

⑶DP到達度調査

⑷修了時アンケート

⑸修了生アンケート

⑹就職状況・就職率

⑺進学状況・進学率

⑻資格・免許取得実績

研究科長 B

『大阪体育大

学公式HP』

において適切

に公表されて

いる。

6
エンロール

マネジメント

⑴標準卒業者数・卒業率

⑵離学者数・離学率

⑶休学者数・休学率

⑷留年者数・留年率

研究科長 B

『大阪体育大

学公式HP』

において適切

に公表されて

いる。

内部質保証推進組織による

所見または助言、指示等

今後実施する入試に向けて、特

に博士後期課程の安定的な出願

に繋がる取り組みが必要であ

る。

博士後期課程の安定的な出願に

繋がる、博士論文指導担当（後

期研究指導担当者）について、

担当をより容易とする体制の検

討が必要である。

博士委員会

人事委員会

研究科委員会

2025年3月 対応の適切性を確認し、委員

会において承認

委員会において承認

改善計画の取組状況

（Do）
取組の成果 進捗状況

内部質保証推進組織による

所見または助言、指示等
公表状況

自己点検・評価 改善計画
内部質保証推進委員会

取組状況報告
内部質保証推進委員会

副学長／学部長／研究科長 副学長／学部長／研究科長各自己点検・評価委員会

７月～翌年3月 翌年6月 第3週

 内部質保証シート （機関・学位プログラム用シート）

2024年度の取組方針および重点課題（学長／内部質保証推進委員会）

①昨年度に引き続き、内部質保証のPDCAサイクルと一体化した中期経営計画を推進する。

②昨年度に実施した自己点検・評価シートにより顕在化した改善課題等を把握し、取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

③その他、各部局等において可及的速やかに処理しなければならない改善課題、外部評価委員会で指摘された改善課題、内部質保証に係る各種方針の

　実現、新規制度等の実効性や有効性の検証などの事項について、あらゆる課題を全てPDCAサイクルに乗せる必要はなく、重要性や年度内の解決

　可能性などを考慮して取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

～５月第3週まで ～６月第２週まで 6月 第3週

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

博士後期課程学生のサポート体

制については、更なる充実を図

る必要がある。

博士後期課程学生の早期の研究

計画段階からのサポート体制に

ついて具現化する。

博士委員会

研究科委員会

2024年9月 対応の適切性を確認し、委員

会において承認

博士後期課程学生の研究計画発表会を副査

を予定する教員参加で実施し、博士委員会

に報告する報告書式（博士後期課程学生の

研究計画発表会実施報告書）を作成した。

同発表会を在学中に実施することについ

て、「学位（博士）申請の要件と審査委員

選出に関する申合せ」に記述することで改

正した。（研究科委員会 2024.9.12）

計画が適切に完了したことを確認し

た。

博士論文指導担当（後期研究指導担当者）

の申請に必要な要件、経験年数や研究業績

を定める規程＊について、改正案を関係す

る博士委員会及び人事委員会で検討し、研

究科委員会（2025.3.13）にて承認され

た。

 ＊「大阪体育大学大学院スポーツ科学研究

科担当教員の審査基準」「大阪体育大学大

学院スポーツ科学研究科担当教員の審査基

準申し合わせ」

計画が適切に完了したことを確認し

た。

概　括 課　題

入

学

時

⑴昨年通りの入学者選抜の実施状況であっ

た。博士前期課程、博士後期課程ともに学

内選抜入試（7月）、A日程入試（9月）、B

日程入試（2月）を実施した。

特になし

⑴収容定員充足率97%（昨年度120%）博

士前期課程は定員24名に対し入学者数25

名、博士後期課程は定員6名に対し4名であ

り、合計29名（定員30名）。昨年度の36

名は下回った。（A日程入試では、博士後

期課程の出願者なし）

点検項目 (責任者)
点検・評価（Check） 改善課題

（Action）

改善計画（Plan）

担当部局 期　限

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

⑴単位取得状況は例年通りである。

⑸学生生活調査及び⑹授業評価アンケート

結果調査の2023年度の調査結果について研

究教育委員会で内容を確認した。

⑴今年度の学位授与数は、修士21名、博士

1名で、授与率は修士7割、博士2割であ

る。（修士の授与率は、長期履修学生は最

終年次生のみ対象）⑵学位論文の⽔準は

「大阪体育大学大学院スポーツ科学研究科

学位論文等審査基準」に規定しており、⽔

準は保っている。⑶DP到達度調査は、

2023年度や2024年度においても実施でき

ていない。⑹⑺例年と同様の⽔準であっ

た。⑻博士前期課程の専修免許状は例年と

同様の取得状況であった。

⑶DP到達度調査については実施

に向けてすすめる必要がある。

DPの内容やDP到達度が高まる

教育体制についても再確認して

いく必要がある。

助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。

委員会において承認⑴修了者数・修了率は学位授与数・授与率

と同数である。博士後期課程は同課程の特

質上、例年同様の割合で推移している。

特になし

在

籍

時

卒

業

時

⑴離学者数は昨年度3名、今年度3名

⑵休学者数は昨年度3名、今年2名

⑶留年者数は、博士前期課程の長期履修

生、博士後期課程の満期退学後の再入学者

等を除き今年度5名である。

大学院の教育体制において、離

学者等の発生に繋がる不十分な

部分がないか確認していく必要

がある。

委員会において承認

委員会において承認 助言、指示等は特にないため、引き続

き改善・向上に努めること。
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❸スポーツ科学部(学部長)

（別紙１）

　

A 例年を上回る良い状況

B 通常の範囲内

C 要経過観察

D 改善を要する

評価

1 教育質保証

⑴入学試験区分別成績

⑵入学時アンケート

⑶基礎力テスト

スポーツ科学

部長
B

実施中 『大阪体育大

学公式HP』に

おいて適切に

公表されてい

る。

2
エンロール

マネジメント

⑴入学者数

⑵収容定員充足率

⑶志願倍率

⑷編入学生数

スポーツ科学

部長
A

完了 『大阪体育大

学公式HP』に

おいて適切に

公表されてい

る。

在

籍

時

3 教育質保証

⑴単位取得状況

⑵累積GPA・学期GPA

⑶DP到達度調査

⑷学修行動調査

⑸学生生活調査

⑹授業評価アンケート

　結果調査

⑺カリキュラムマップ・ツ

リー スポーツ科学

部長
B 完了

『大阪体育大

学公式HP』に

おいて適切に

公表されてい

る。

取組の成果

（1）入学後の前期の成績を注視したい。

（2）2025年度入学生に「本学を受験するに当

たり、誰の意見を参考にしましたか」と尋ねた

結果、「部活動の顧問」が50％、「家族」が

50％、「担任の先生」が41％であった。

（3）2025年度入学生に対してPROGテストを

行った結果、リテラシー総合でレベル7の割合は

2.2％、レベル6の割合は6.1％、レベル5の割合

は17.4％、レベル4の割合は21.7％、レベル3の

割合は21.0％、レベル2の割合は17.4％、レベ

ル1の割合は14.2％であった。また、コンピテ

ンシー総合でレベル7の割合は4.0％、レベル6

の割合は8.3％、レベル5の割合は15.0％、レベ

ル4の割合は22.1％、レベル3の割合は26.1％、

レベル2の割合は15.5％、レベル1の割合は

9.0％であった。

（1）2025年度のスポーツ科学部の入学生は

598名であった。

（2）2024年度の体育学部・スポーツ科学部の

定員充足率は107％であった。

（3）2025年度入試の実志願者数は919名だっ

た。

（4）2024年度の編入学者数は0名であった。

（1）2024年度の単位取得数は35.4だった。

（2）GPAは2.19、学期ごとのGPA平均は2.0～

2.5であった。

（3）報告すべき進捗状況はなし。

（4）報告すべき進捗状況はなし。

（5）報告すべき進捗状況はなし。

（6）報告すべき進捗状況はなし。

（7）2025年度のシラバスの到達目標に、対応

する17のDPを明記した。

（1）2025年3月10日（月）に開催された令和

6年度第11回スポーツ科学部教授会において入

学手続き者が606名であることが報告された。

（2）改善すべ課題がないことから、報告すべ

き取組状況もない。

（3）7月下旬からから8月上旬に行われたオー

プンキャンパスにおいて、学部の個別相談コー

ナーを設ける等、スポーツ科学部の持つ特徴、

特色の発信に務めた。

（4）改善すべき課題はないことから、報告す

べき取組状況はない。

計画が適切に完了したことを確認した。

内部質保証推進組織による

所見または助言、指示等

（1）2024年4月25日（木）に開催された2024年度第1回大学評議会に

て、スポーツ科学部の入学者数について、572名をベースに志願状況を

見ながら調整することが報告された。その後、 2024年9月26日（木）

に開催された2024年度第5回大学評議会にて、572名以上の獲得を目指

すことが報告された。

（2）本学は4,000人未満の大学であることから、収容定員充足率が1.30

倍以上になると私立大学等経常費補助金が不交付となる。また、大学設

置審査等に関する取扱いに基づき、認可申請を行う大学の既設学部の収

容定員に対する学生数の割合が1.15倍以上の場合は、不認可となる。

（3）実志願者数について、2021年度入試では825名、2022年度入試で

は823名、2023年度入試では681名であったので、回復傾向にはあるが

2022年度以前の実志願者数にまで回復はしていない。

（4）大阪体育大学学則 第33条に「～所定の単位を修得し本学への入学

を志願する者は、相当年次に欠員のある場合に限り選考のうえ、学長が

入学を許可することができる。」とある。 2024年度において欠員のあ

る年次はない。

（1）2025年度のスポーツ科学部の入学者について572名を

目指す。

（2）2024年度のスポーツ科学部の入学者について572名を

目指すが、入学者が750名を超えない限り、定員充足率が

1.15倍を超えることはない。そのため、改善すべき課題は

ない。

（3）2025年度入試の実志願者数の目標値を800名とする。

（4）2024年度において欠員のある年次はないことから、編

入学生を受け入れることはできない。

（1）学部長

（2）学部長

（3）学部長

（4）学部長

（1）2025年3月

（2）2025年3月

（3）2025年3月

（4）2025年3月

対応の適切性を確認し、委員会

において承認

取り組みが継続中であることを確認し

た。

担当部局 期　限

（1）学習支援室

（2）学部長

（3）学部長

（1）2025年3月

（2）2025年3月

（3）2025年3月

対応の適切性を確認し、委員会

において承認

（1）2025年3月10日（月）に開催された令和

6年度第11回スポーツ科学部教授会にて、

「2024年12月12日にガイダンス、12月16日か

ら19日または2025年1月8日、20日から23日に

4人ずつ呼び出し、入学前教育課題の未提出課

題や数学と英語・国語の問題を解かせた 。」

「その後。、探求キャリアコース／探求スポー

ツコース」所属だった進学生に国語・数学・英

語の補習授業を実施した。」との報告がなされ

た。

（2）改善すべ課題がないことから、報告すべ

き取組状況もない。

（3）2024年度入学生において、1年生の前

期・後期で取得した単位数およびGPAの平均値

とPROGテストの結果との関連性について検討

を進めている。

改善計画の取組状況

（Do）
進捗状況

内部質保証推進組織による

所見または助言、指示等
公表状況

自己点検・評価 改善計画
内部質保証推進委員会

取組状況報告
内部質保証推進委員会

副学長／学部長／研究科長 副学長／学部長／研究科長各自己点検・評価委員会

７月～翌年3月 翌年6月 第3週

 内部質保証シート （機関・学位プログラム用シート）

2024年度の取組方針および重点課題（学長／内部質保証推進委員会）

①昨年度に引き続き、内部質保証のPDCAサイクルと一体化した中期経営計画を推進する。

②昨年度に実施した自己点検・評価シートにより顕在化した改善課題等を把握し、取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

③その他、各部局等において可及的速やかに処理しなければならない改善課題、外部評価委員会で指摘された改善課題、内部質保証に係る各種方針の

　実現、新規制度等の実効性や有効性の検証などの事項について、あらゆる課題を全てPDCAサイクルに乗せる必要はなく、重要性や年度内の解決

　可能性などを考慮して取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

～５月第3週まで ～６月第２週まで 6月 第3週

概　括 課　題

入

学

時

（1）2020年度入学生の入試型別卒業時のGPAを比較した結

果、内部推薦型選抜のGPAは2.25 ± 0.51であり、最も低い

値であった。

（2）2024年度入学生に「本学を受験するに当たり、誰の意

見を参考にしましたか」と尋ねた結果、「部活動の顧問」が

51％、「家族」が46％、「担任の先生」が42％であった。

（3）2024年度入学生に対してPROGテストを行った結果、

リテラシー総合でレベル7の割合は1.0％、レベル6の割合は

4.6％、レベル5の割合は14.1％、レベル4の割合は

27.0％、レベル3の割合は21.7％、レベル2の割合は

15.8％、レベル1の割合は15.8％であった。また、コンピテ

ンシー総合でレベル7の割合は4.1％、レベル6の割合は

11.2％、レベル5の割合は18.0％、レベル4の割合は

20.7％、レベル3の割合は20.5％、レベル2の割合は

16.8％、レベル1の割合は8.6％であった。

（1）内部推薦型選抜で入学する学生に対して、以前は入学前学習を学習

支援室が行っていたが、コロナ禍の影響を受け、現在は行っていない。

（2）これまでも本学を受験するに当たり参考にした意見は、「部活動の

顧問、」「家族、」「担任の先生」と答えた割り合いは高かった。

（3）PROGテストについては2022年度から実施しているが、結果が十

分に活⽤されていない。

（1）内部推薦型入試で合格した学生に対して、入学前学習

を実施する。

（2）改善すべき課題はない。

（3）様々な指標と照らし合わせながら、PROGテストの結

果をどのように生かすのか検討を進める。

（1）2024年度のスポーツ科学部の入学者数は568名であっ

た。

（2）2023年度の体育学部・スポーツ科学部の収容定員充足

率は105％であった。

（3）2024年度入試におけるスポーツ科学部の実志願者数は

775名であった。

（4）2023年度におけるスポーツ科学部（体育学部）におけ

る編入学者数は0名であった。

（1）2019年度から2023年度における1年生から4年生までの年

間取得単位数の平均は36単位から37単位で推移していた。

（2）2023年度における体育学部の累積GPAのヒストグラムをみ

ると、1年生から3年生までは2.0以上2.5未満が一番多く、4年生

では2.5以上3.0未満が一番多かった。また、学期毎のGPAは、前

期が2.05、後期が2.33であった。

（3）2023年度4年生のDP到達度調査の結果では、「体育・ス

ポーツ・健康に関する幅広い知識」で「とても⾝についた実感が

ある」と回答した者の割合は64.8％と最も高い値を示した。一

方、「学問を修めるための基盤となる力」で「とても⾝についた

実感がある」と回答した者の割合は44.1％と最も低い値を示し

た。

（4）令和5年度学生生活実態調査報告書において、授業内容が理

解困難な理由として「大学での学習方法が分からない」と回答し

た学生の割合は25.6％であった。

（5）令和5年度学生生活実態調査報告書において、学生のマナー

が悪いと思うものとしては、「通学時のバイク等の交通マナー」

が65.9％と最も多かった。

（6）講義の前期・後期、実技の前期・後期のいずれにおいて

も、「授業の内容を理解するために、復習をした」との問いに対

して「どちらともいえない」「あまりそう思わない」と回答した

割合が有意に高い値を示した。

（7）カリキュラムマップでは、各科目が5つのDPに対応するもの

を「◎」「○」「△」の3段階で示している。

点検項目 (責任者)
点検・評価（Check） 改善課題

（Action）

改善計画（Plan）

（1）改善すべ課題がないことから、報告すべ

き取組状況もない。

（2）改善すべ課題がないことから、報告すべ

き取組状況もない。

（3）改善課題をみつけ、改善のための取り組

みを実施することができななった。

（4）改善課題をみつけ、改善のための取り組

みを実施することができななった。

（5）改善課題をみつけ、改善のための取り組

みを実施することができななった。

（6）改善課題をみつけ、改善のための取り組

みを実施することができななった。

（7）2025年度のシラバスを作成する際、到達

目標が17のDPのどれに該当するのかを明記する

ことを依頼した。

計画が適切に完了したことを確認し

た。

（1）多くの大学では卒業要件が124単位程度に設定されているため、4年間で

毎年おおむね30単位から34単位程度を取得することが基本のペースである。そ

のため、本学部の年間取得単位数の平均は36単位から37単位であることから、

一般的な大学より年間取得単位数は高い。

（2）累積GPAについては、2019年度から2023年度まで、いずれの学年も2.0

以上2.5未満、または2.5以上3.0未満が一番多かった。学期毎のGPAについて

は、2019年度から202年度まで、前期が2.0から2.3、後期が2.4前後で推移し

ている。

（3）「学問を修めるための基盤となる力」は「少し⾝についた実感がある」と

回答した割合が48.8％と最も高い値を示したことから、他のDPより到達度が低

いことになる。

（4）授業内容が理解困難な理由が「大学での学習方法が分からない」であるな

ら、多くの授業（座学）の学習方法が分からないことになる。そのため、教養

や専門的知識を得ることができない、すなわち学部のディプロマポリシーを達

成することができない可能性が高くなる。

（5）学生のマナーが悪いと思うものとしての「通学時のバイク等の交通マ

ナー」は、令和4年度は64.7％、令和3年度は68.3％と、毎年最も高い割合を

示していることから、改善すべき課題であることは間違いない。

（6）2020年度以降、「授業の内容を理解するために、復習をした」との問い

に対して「どちらともいえない」「あまりそう思わない」と回答した割合が有

意に高い値を示していた。

（7）カリキュラムマップでは5つのDPに対して該当する項目を3段階で示して

いるが、DP到達度調査では5つのDPの細目である17つのDPに対して尋ねてい

る。

（1）年間取得単位数は目安となる値より高いことから、改

善すべき課題はない。

（2）累積GPA、学期毎のGPAともに改善すべき課題はな

い。

（3））「学問を修めるための基盤となる力」はDPでは

「（1）豊かな教養」に含まれていることから、教養科目に

関して何が⾝についた実感を左右しているのか、その要因を

検討する必要がある。

（4）「大学での学習方法が分からない」と答えたことにつ

いて、まずは「学習方法が分からない」と答えた理由につい

て、できるだけ具体的にする。

（5）学生の交通マナーを改善すべき取組を行う必要があ

る。

（6）講義、実技ともに授業内容を理解するための復習を促

す取り組みを行う必要がある。

（7）各科目とDP到達度との関連性を明らかにするために

は、各科目と17のDPの細目を明らかにする必要がある。

（1）学部長

（2）学部長

（3）学部長

（4）学部長

（5）学生委員会

（6）FD委員会

（7）学部長

（1）2025年3月

（2）2025年3月

（3）2025年3月

（4）2025年3月

（5）2025年3月

（6）2025年3月

（7）2025年3月

対応の適切性を確認し、委員会におい

て承認
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❸スポーツ科学部(学部長)

在

籍

時

4
エンロール

マネジメント

⑴離学者数・離学率

⑵休学者数・休学率

⑶留年者数・留年率

⑷出欠状況

スポーツ科学

部長
B

実施中 『大阪体育大

学公式HP』に

おいて適切に

公表されてい

る。

5 教育質保証

⑴学位授与数・授与率

⑵卒業論文

⑶DP到達度調査

⑷卒業時アンケート

⑸卒業生アンケート

⑹就職状況・就職率

⑺進学状況・進学率

⑻資格・免許取得実績

⑼受賞実績

⑽UNIVASランキング スポーツ科学

部長
B

実施中 『大阪体育大

学公式HP』に

おいて適切に

公表されてい

る。

6
エンロール

マネジメント

標準卒業者数・卒業率

スポーツ科学

部長
B

実施中 『大阪体育大

学公式HP』に

おいて適切に

公表されてい

る。

2024年度の標準年限内での卒業者数は476名、

卒業者数に対する標準年限内での卒業者数の割

合は99.0％であった。

（1）2024年度の退学者数は44名であった。

（2）2024年度の休学者数は28名（1.3％）で

あった。

（3）2024年度の留年者数は41名（7.5％）で

あった。

（4）2024年度の欠席調査の対象となった学生

数は、前期で217名、後期で291名であった。

（1）2024年度の学位授与数は481名、授与率

は88.3％であった。

（2）2024年度の卒業論文の提出率は1％（7

題）であった。

（3）2025年2月28日（金）に「教養科目につ

いて」をテーマとした教職員のワークショップ

を開催した。

（4）「大阪体育大学の総合的な満足度を教えて

ください」との質問に対して「とても満足して

いる」「ある程度満足している」と肯定的な回

答をした学生の割合は98.31％であった。

（5）現在、調査結果を集計している。

（6）2024年度の就職率は97.9％であった。

（7）2024年度卒業生の進学・留学数は14名、

進学・留学率は2.9％であった。

（8）2024年度で中学校教諭一種免許状（保健

体育）の取得者数は283名、高等学校教諭一種

免許状（保健体育）の取得者数は288名だっ

た。

（9）2024年度の加藤橘夫賞の受賞者数は1名い

た。

対応の適切性を確認し、委員会

において承認

（1）具体的な改善策は講じないことから、報

告すべき取り組み状況はない。

（2）改善すべき課題がないことから、報告す

べき取り組み状況もない。

（3）カリキュラム改革ワーキンググループ

で、教養科目について議論を続けている。

（4）改善すべき課題がないことから、報告す

べき取り組み状況もない。

（5）2024年6月25日に卒業後3年（2021年3

月卒業）の卒業生に対して「卒業生アンケート

調査」を依頼した。

（6）改善すべき課題がないことから、報告す

べき取り組み状況もない。

（7）改善すべき課題がないことから、報告す

べき取り組み状況もない。

（8）改善すべき課題がないことから、報告す

べき取り組み状況もない。

（9）改善課題をみつけ、改善のための取り組

みを実施することができななった。

取り組みが継続中であることを確認し

た。

2023年度の標準年限内での卒業者数は513名、卒業者数に

対する標準H45:X45年限内での卒業者数の割合は96.6％で

あった。

標準年限内での卒業者数について2022年度は493名（97.4％）、2021

年度は493名（95.7％）、2020年度は532名（99.4％）、2019年度は

476名（94.8％）であった。

2019年度から卒業者数に対する標準年限内での卒業者数の

割合が約95％以上と高い値で推移していることから、改善

すべき課題はない。

学部長 2025年3月 対応の適切性を確認し、委員会

において承認

改善すべき課題がないことから、報告すべき取

り組み状況もない。

取り組みが継続中であることを確認し

た。

（1）2023年度の体育学部の学位授与数は531名、授与率は88.5％であっ

た。

（2）2023年度の体育学部にける卒業論文の提出率は2％であった。

（3）2023年度4年生のDP到達度調査の結果では、「体育・スポーツ・健康

に関する幅広い知識」で「とても⾝についた実感がある」と回答した者の割

合は64.8％と最も高い値を示した。一方、「学問を修めるための基盤となる

力」で「とても⾝についた実感がある」と回答した者の割合は44.1％と最も

低い値を示した。

（4）2023年度卒業生において「大阪体育大学の総合的な満足度を教えてく

ださい」との質問に対して「とても満足している」「ある程度満足してい

る」と肯定的な回答をした学生の割合は95.3％であった。

（5）卒業生アンケート調査については、未実施である。

（6）体育学部の2023年度卒業生の就職率は98.6％であった。

（7）2023年度卒業生の卒業後の進路で「進学・留学」であった学生は17

名、進学・留学率は3.2％であった。

（8）2023年度で中学校教諭一種免許状（保健体育）の取得者数は287名、

高等学校教諭一種免許状（保健体育）の取得者数は302名だった。

（9）2023年度の体育学部における受賞実績は、大島鎌吉賞が9名、スポー

ツ優秀賞団体が16名、スポーツ優秀賞個人が6名、学業優秀賞が15名、功績

賞が7名であった。

（10）2023年から2024年までのUNIVAS CUPの総合ランキングは595ポイ

ントで21位であった。

（1）学位授与数について、2022年度は506名（90.8％）、2021年度は515名

（92.8％）、2020年度は535名（92.7％）、2019年度は502名（93.8％）であった。

（2）卒業論文の提出率は、2022年度で1％、2021年度で2％、2020年度で3％、2019年

度で3％であった。

（3）「学問を修めるための基盤となる力」について「少し⾝についた実感がある」と回答

した割合は4年次では48.8％であったが3年次では72％、2年次では59％であったことか

ら、学年があがるに連れて改善傾向にはある。

（4）「大阪体育大学の総合的な満足度を教えてください」との質問に対して「とても満足

している」「ある程度満足している」と肯定的な回答をした学生の割合は、2022年度卒業

生で91％であった。

（5）卒業生アンケート調査は未実施である。

（6）就職率について2022年度では99.2％、2021年度では98.3％であった。

（7）進学・留学者数について2022年度卒業生は8名（1.6％）、2021年度は20名

（3.9％）であった。

（8）中学校教諭一種免許状（保健体育）の取得者数は、2022年度で287名、2021年度で

300名、2020年度で342名、2019年度で300名だった。また、高等学校教諭一種免許状

（保健体育）の取得者数は、2022年度で306名、2021年度で330名、2020年度で374名、

2019年度で327名だった。

（9）大島鎌吉賞受賞者数は2022年度で5名、2021年度で6名、2020年度で6名、2019年

度で10名だった。大島鎌吉奨励賞受賞者数は2019年度に1名であった。スポーツ優秀賞団

体の受賞者数は2022年度で36名、2021年度で33名、2020年度で59名、2019年度で40名

であった。スポーツ優秀賞個人の受賞者数は2022年度で7名、2021年度で6名、2020年度

で4名、2019年度で9名であった。加藤橘夫賞の受賞者数は2022年で2名であった。学業優

首賞の受賞者数は2022年度で17名、2021年度で16名、2020年度で18名、2019年度で16

名であった。功績賞の受賞者数は2022年度で5名、2021年度で6名、2020年度で9名、

2019年度で7名であった。

（10）近畿地方の大学では、近畿大学、関西大学、立命館大学、天理大学、京都産業大学に

次いで6位であった。

（1）学位授与率について、2021年度の92.8％から2022年度の90.8％、

2023年度の88.5％と低下傾向にあることから、具体的な改善策は講じない

が、注視する必要はある。

（2）体育学部（スポーツ科学部）では、卒業論文は選択科目なので、1％か

ら3％の間で推移しても問題ない。

（3）学年があがってから履修するような教養科目を新たに加えてもよいか

もしれない。

（4）卒業時において本学部に対してほぼ肯定的な感想で占められているこ

とから、改善すべき課題はない。

（5）在学中の教育成果を把握するためには、卒業生アンケート調査を実施

する必要がある。

（6）就職率は100％近くで推移しているため、特に改善すべき課題はな

い。

（7）2021年度卒業生から2023年度卒業生まで進学・留学者数は10名から

20名程度、進学・留学者数は1.6％から3.9％の間で推移していることか

ら、特に改善すべき課題はない。

（8）中学校教諭一種免許状（保健体育）の取得者数は300名前後、高等学

校第一種免許状（保健体育）は300名強で推移していることから、特に改善

すべき課題はない。

（9）在学４年間の累積GPAが各学科の1位の者を表彰の対象とする「加藤橘

夫賞」であるが、「在学４年間の累積ＧＰＡが全学部の１位であっても、そ

の成績が『3.70未満』の場合は表彰の対象外とする。」という条件を満たし

ていないため、2023年度では加藤橘夫賞の受賞者はいなかった。そのた

め、成績が優秀な学生に対しては、GPAを3.70以上目指すように声掛けする

必要がある。

（10）近畿地方の大学では、近畿大学、関西大学、立命館大学、天理大学、

京都産業大学に次いで6位であった。

（1）学部長

（2）学部長

（3）学部長

（4）学部長

（5）庶務部学長室

（6）キャリア委員会

（7）キャリア委員会

（8）教職課程委員会

（9）学部長

（10）スポーツ局

（1）2025年3月

（2）2025年3月

（3）2025年3月

（4）2025年3月

（5）2025年3月

（6）2025年3月

（7）2025年3月

（8）2025年3月

（9）2025年3月

（10）2025年3月

卒

業

時

（1）退学者においては、退学せざるを得ない事由もみられ

たこと、また横ばいであることから、改善すべき課題はな

い。ただし、退学者の動向は注視し続ける必要はある。

（2）休学した理由については、経済的困窮、⾝体疾患、心

⾝衰弱、海外留学等が70％以上を占めることから、改善す

べき課題はない。ただし、休学者の動向は注視し続ける必要

はある。

（3）留年者数は2022年度から2023年度にかけて横ばいで

推移していることから、改善すべき課題はない。ただし、留

年者の動向は注視し続ける必要はある。

（4）前期と比較して後期の方が欠席調査の対象となる学生

数が多いことから、後期に入った直後にゼミ担任やクラブ担

任による声掛けが必要と考えられる。

（1）2023年度のスポーツ科学部（体育学部）における退学

者数は39名であった。

（2）2023年度の体育学部・スポーツ科学部における休学者

は26名、休学率は1.2％であった。

（3）2023年度の留年者数は42名、留年率は7.3％であっ

た。

（4）欠席調査の対象となった学生数（延べ数）は、2023年

度の前期で143名、後期で238名であった。

（1）スポーツ科学部（体育学部）における退学者数は、2022年度は38

名、2021年度年度は33名、2020年度は42名であった。

（2）2022年度の休学者は24名（1.1％）、2021年度の休学者は14名

（0.6％）、2020年度の休学者は18名（0.8％）、2019年度の休学者は

19名（0.9％）であった。

（3）2022年度の留年者数は40名（7.4％）、2021年度の留年者数は

26名（4.8％）、2020年度の留年者数は26名（4.6％）、2019年度の留

年者数は19名（3.6％）であった。

（4）欠席調査の対象となった学生数（延べ数）は、2022年度の前期で

205名、後期で393名、2021年度の前期で76名、後期で108名、2020

年度の前期で31名、後期で122名、2019年度の前期で65名、後期で79

名であった。

（1）学部長

（2）学部長

（3）学部長

（4）学部長

（1）2025年3月

（2）2025年3月

（3）2025年3月

（4）2025年3月

対応の適切性を確認し、委員会

において承認

（1）改善すべき課題がないことから、報告す

べき取り組み状況もない。

（2）改善すべき課題がないことから、報告す

べき取り組み状況もない。

（3）改善すべき課題がないことから、報告す

べき取り組み状況もない。

（4）改善課題をみつけ、改善のための取り組

みを実施することができななった。

取り組みが継続中であることを確認し

た。
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❹教育学部(学部長)
（別紙１）

　

A 例年を上回る良い状況

B 通常の範囲内

C 要経過観察

D 改善を要する

評価

1 教育質保証

⑴入学試験区分別成績

⑵入学時アンケート

⑶基礎力テスト

教育学部長 B

その結果、各授業に

おいて成績不良者に

対する適切な対応が

取られている。

実施中

『大阪体育

大学公式

HP』におい

て適切に公

表されてい

る。

2
エンロール

マネジメント

⑴入学者数

⑵収容定員充足率

⑶志願倍率

⑷編入学生数

教育学部長 B

前年に比べ、総合型

前期、指定校推薦、

学校推薦型等の志願

者が増え、年内に募

集定員を上回る入学

手続き者を確保する

ことができた。また

年明けの一般入試も

昨年並みの志願者を

確保できた。

完了

『大阪体育

大学公式

HP』におい

て適切に公

表されてい

る。

3 教育質保証

⑴単位取得状況

⑵累積GPA・学期GPA

⑶DP到達度調査

⑷学修行動調査

⑸学生生活調査

⑹授業評価アンケート

　結果調査

⑺カリキュラムマップ・ツ

リー

教育学部長 B

教学システムの導入

により学生の管 理

が大学内で一元 的

にできるようになっ

たことで、今後その

データを基 に具体

的な対策が 講じら

れることになる。授

業評価アンケートに

ついて は、課題を

抽出し改善が急務で

ある。

完了

『大阪体育

大学公式

HP』におい

て適切に公

表されてい

る。

4
エンロール

マネジメント

⑴離学者数・離学率

⑵休学者数・休学率

⑶留年者数・留年率

⑷出欠状況

教育学部長 A

その結果、個々に適

切な学生対応が取れ

るよう努力してい

る。
実施中

『大阪体育

大学公式

HP』におい

て適切に公

表されてい

る。

5 教育質保証

⑴学位授与数・授与率

⑵卒業論文

⑶DP到達度調査

⑷卒業時アンケート

⑸卒業生アンケート

⑹就職状況・就職率

⑺進学状況・進学率

⑻資格・免許取得実績

⑼受賞実績

⑽UNIVASランキング

教育学部長 B

教員採⽤試験につい

ては延べ人数では昨

年度の56名から47

名と、9名下回った

が、合格率は

38.8％と過去最高

の合格率を記録した 実施中

『大阪体育

大学公式

HP』におい

て適切に公

表されてい

る。

6
エンロール

マネジメント

標準卒業者数・卒業率

教育学部長 A

引き続き改善・向上

に努めること。

実施中

『大阪体育

大学公式

HP』におい

て適切に公

表されてい

る。

指定校の推薦条件の評点平均を引き下げ、指定

校枠数を増やした。入試制度改革により、総合

型入試、学校推薦型入試の加点内容を見直を検

討した。次年度の総合型後期を決定した。指定

校数や枠数を増やしたこと、入試制度を変更し

たことなどを、学長、副学長、他教職員が積極

的に高校を訪問し説明した。

計画が適切に完了したことを確認した。

内部質保証推進組織による

所見または助言、指示等

2025年度入試に向けて志願者数を

増やし、安定的に収容定員を充足し

ていく道筋をつける。

これまでと同様に、学生募集に向け

た方策を継続して展開していきま

す。具体的には、全教員によるオー

プンキャンパスへの協力や教育実習

時での募集活動の実施に加え、新た

に指定校の設置の検討。また、受験

生が受験しやすく、本学のアドミッ

ション・ポリシーに沿った入試制度

の構築についても検討を進める。

入試委員会 2025年3月 対応の適切性を確認し、委員会にお

いて承認

取り組みが継続中であることを確認し

た。

担当部局 期　限

教務委員会 2025年3月 対応の適切性を確認し、委員会にお

いて承認

学部の教員間で話し合いの場を設け、出席・成

績不良者に関する情報を共有している。加え

て、今後の対応についても意見交換を行い、全

教員で共通理解を図っている。

改善計画の取組状況

（Do）
取組の成果 進捗状況

内部質保証推進組織による

所見または助言、指示等
公表状況

自己点検・評価 改善計画
内部質保証推進委員会

取組状況報告
内部質保証推進委員会

副学長／学部長／研究科長 副学長／学部長／研究科長各自己点検・評価委員会

７月～翌年3月 翌年6月 第3週

 内部質保証シート （機関・学位プログラム用シート）

2024年度の取組方針および重点課題（学長／内部質保証推進委員会）

①昨年度に引き続き、内部質保証のPDCAサイクルと一体化した中期経営計画を推進する。

②昨年度に実施した自己点検・評価シートにより顕在化した改善課題等を把握し、取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

③その他、各部局等において可及的速やかに処理しなければならない改善課題、外部評価委員会で指摘された改善課題、内部質保証に係る各種方針の

　実現、新規制度等の実効性や有効性の検証などの事項について、あらゆる課題を全てPDCAサイクルに乗せる必要はなく、重要性や年度内の解決

　可能性などを考慮して取り組むべき課題を適切に取捨選択するものとする。

～５月第3週まで ～６月第２週まで 6月 第3週

対応の適切性を確認し、委員会にお

いて承認

教員採⽤試験WGをつくり、今後の進め方を

 検討している。また、2025年度より、教職

 キャリア基礎Ⅰ等、学部独自の教員採⽤試

 験対策の授業を開設。

取り組みが継続中であることを確認し

た。

教育学部では147名（予定者137名）、

 98.5％と高い割合である。

特になし 2025年3月 対応の適切性を確認し、委員会にお

いて承認

取り組みが継続中であることを確認し

た。

⑴９割以上の学位授与率で推移している。 ⑵

教育学部は必修科目のため９割以上が提出して

いる。 ⑶児童生徒の成長にかかわる教職として

の使命感、責任感が最も高く、学級経営や生活

指導等を的確に実践できる指導力が低い比率で

あった。 ⑷⑸ 「授業・教育システム(教育内容

やカリキュラムなど)」「学内の友人関係」が高

い比率であった。 ⑹９割以上の学生が就職・進

学し、教員採⽤試験の合格者数が伸びている。

⑺5％以下で推移している。大学院は年によっ

て異なる。 ⑼教育学部で13.4名が受賞してい

る。

⑹毎年、教員採⽤試験の安定した合

格者数を出す必要がある。 ⑶授業

や授業以外で学ぶ（教員採⽤対

策）、体験する機会（ボランティア

活動）を提供する必要がある。

⑶研修の機会や社会貢献を行う機会

を設ける。 ⑹学習支援室との連

携、教員採⽤試験対策の充実。

キャリア支援部

  教職支援センター

  学習支援室

2025年3月

在

籍

時

卒

業

時

概　括 課　題

入

学

時

（２）建学の精神、APの認知度は70％程度、

CPは55％程度、DPの認知度は４１％程度と

なっており、認知していない学生への周知が必

要。また本学入学の満足度については98％が満

足している結果となった。（３）コンピテン

シー、対人基礎力、対自己基礎力、対課題基礎

力では中・高位層が多い傾向を示した。

入学後、建学の精神、AP、CP、

DPを理解させ認知度を上げる指導

が必要である。基礎力テストにおけ

るリテラシーを在学中に向上させる

ような意識を持ち学生を指導するよ

うに各教員が意識することが必要で

ある。入学後も機会あるごとに建学

の精 神、AP、CP、DPについて学

生に伝達し理解させるように取り組

む。

入学前教育への課題に積極的に取り

組ませるとともに、入学後の成績不

良者についてはクラス担任が学習支

援の窓口になり、学生の成績向上に

向けた支援を行う。

クラス・ゼミ担任の個別相談、 学

生相談室や学習支援室を⽤いた学生

サポートを充実させる。

（１）2022年～2024年にかけて志願者ならび

に受験者が低下傾向を示し、志願倍率 において

も低下傾向を示してきたものの、 2024年度の

入学者数は、172名で募集人員 125名以上を確

保するとともに、当初の確保 目標である137名

も上回ることができた。 （２）4年間の収容定

員充足率は、100 ％以上を維持できている。

⑴単位取得状況について、良好といえる。 ⑵ ２.5が

多く、前期が低く、後期が高い傾向。⑶DPの到達達

成度は、「少し⾝についた実感がある」を入れると約

95％と比較的高い。項目別にみると、児童生徒の成

長にかかわる教職としての使命感、責任感が最も高

く、学級経営や生活指導等を的確に実践できる指導力

が低い比率を示した。 ⑷時間割が重なっているの

で、履修したい科目が選択できないとの回答が多い。

理解できない学生は学力不足を認識している。 ⑸悩

みや課題について、就職・進路に関することの比率が

高い。 ⑹ 高い評価を得ている。講義よりも実技の方

が高い評価である。

点検項目 (責任者)
点検・評価（Check） 改善課題

（Action）

改善計画（Plan）

(3)教務委員会を中心にシラバスとDPの紐づけ

が行われた。DPの理解が進む取り組みも行われ

た。 (4)複数免許の取得、幼児教育コースがス

タートしたことによる、カリキュラム見直しを

進められている (5)キャリアフェスタが計画さ

れ、推進されている (6)中期経営計画で授業評

価アンケートシステムを導入し、回答率100％

を目指したが改善には⾄っていない。

計画が適切に完了したことを確認した。

⑴低い⽔準で推移している。 ⑵ 減少傾向で推

移している。 ⑶年平均３．５名と低い⽔準で推

移している。 ⑷後期に多い傾向がある。

クラス担任制度の充実及び学生支援

制度の一層の活⽤によって 低い⽔

準を維持する努力を要する。

クラス・ゼミ担任、

 教学部学生担当

  学習支援室

  スポーツ局

2025年3月 対応の適切性を確認し、委員会にお

いて承認

クラス担任による個人⾯談を実施してい

 る。教員同士で話し合いの場を設け、成績不良

者に関する情報を共有している。加えて、今後

の対応についても意見交換を行い、全教員で共

通理解を図っている。

取り組みが継続中であることを確認し

た。

（2）低学力者へのサポート体制 を充実

させる必要がある。 （3）DPの認知度

が低い （4）カリキュラムの見直しによ

る授業科目数の整理と時間割の見直しを

行う必要がある。（5）就職・進路に関

する情報提 供をキャリア支援センター

を中心に行う必要がある。（6）授業評

価アンケートの実施方法について、回答

率を上げることを検討する必要がある。

（2）教員間の連携、学習支援室と

スポーツ局との連携を充実させる。

（3）シラバスとDPを紐づけを行う

とともに、学生へのDP理解をガイ

ダンス等で周知する。（5）学生へ

の情報提供の機会を考える。（6）

授業評価アンケートの実施方法につ

いて、回答率を上げる。

教学部教務担当

  学習支援室

  全学FD委員会

  教学部

  庶務部学長室

  キャリア支援セン

ター

  全学FD委員会

2025年3月 対応の適切性を確認し、委員会にお

いて承認
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